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提案理由 

 地方自治法の改正に伴い改正しようとする。 



   高山市議会政務調査費の交付に関する条例及び高山市議会議員の報酬等に関する条例の一部

を改正する条例 

 （高山市議会政務調査費の交付に関する条例の一部改正） 

第１条 高山市議会政務調査費の交付に関する条例（平成１２年高山市条例第１６号）の一部を次

のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１００条第１３項及び第１

４項の規定に基づき、高山市議会議員の調査

研究に資するため必要な経費の一部として、

高山市議会における会派（所属議員が１人の

場合を含む。以下「会派」という。）に対し政

務調査費を交付することに関し必要な事項を

定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１００条第１４項及び第１

５項の規定に基づき、高山市議会議員の調査

研究に資するため必要な経費の一部として、

高山市議会における会派（所属議員が１人の

場合を含む。以下「会派」という。）に対し政

務調査費を交付することに関し必要な事項を

定めるものとする。 

 （高山市議会議員の報酬等に関する条例の一部改正） 

第２条 高山市議会議員の報酬等に関する条例（昭和３６年高山市条例第２９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改  正  前 改  正  後 

   高山市議会議員の報酬等に関する条例    高山市議会議員の議員報酬等に関する条 

   例 

  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２０３条第５項の規定に基

づき、本市の議会の議長、副議長及び議員に

対する報酬、期末手当及び費用弁償並びにそ

の支給方法を定めることを目的とする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２０３条第４項の規定に基

づき、本市の議会の議長、副議長及び議員に

対する議員報酬、期末手当及び費用弁償並び

にその支給方法を定めることを目的とする。 

  

（報酬の額） （議員報酬の額） 

第２条 議長、副議長及び議員に支給する報酬

月額は、次の表のとおりとする。 

第２条 議長、副議長及び議員に支給する議員

報酬の月額は、次の表のとおりとする。 

職名 報酬月額 職名 議員報酬月額 



議長の項～議員の項 （略） 
 

議長の項～議員の項 （略） 
 

  

（報酬の支給の始期等） （議員報酬の支給の始期等） 

第３条 議長、副議長又は議員が月の中途にお

いて職に就いたときはその日から、任期満了、

辞職、失職若しくは除名（以下「退職等」と

いう。）により、議長、副議長若しくは議員で

なくなつたとき又は議会が解散されたときは

その日まで、日割によつて計算した額の報酬

を支給する。ただし、死亡したときには、そ

の当月分までの報酬を直ちに支給する。 

第３条 議長、副議長又は議員が月の中途にお

いて職に就いたときはその日から、任期満了、

辞職、失職若しくは除名（以下「退職等」と

いう。）により、議長、副議長若しくは議員で

なくなつたとき又は議会が解散されたときは

その日まで、日割によつて計算した額の議員

報酬を支給する。ただし、死亡したときには、

その当月分までの議員報酬を直ちに支給す

る。 

２ 議長、副議長及び議員には、重複して報酬

を支給しない。 

２ 議長、副議長及び議員には、重複して議員

報酬を支給しない。 

  

（報酬の支給方法） （議員報酬の支給方法） 

第４条 第２条の報酬は、毎月末日までに支給

する。ただし、退職等の場合は直ちに支給す

る。 

第４条 第２条の議員報酬は、毎月末日までに

支給する。ただし、退職等の場合は直ちに支

給する。 

  

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、退職

等又は議会の解散による任期終了の日現在）

において同項に規定する者が受けるべき報酬

月額及びその額に１００分の２０を乗じて得

た額の合計額に、６月に支給する場合におい

ては１００分の２１２．５、１２月に支給す

る場合においては１００分の２３２．５を乗

じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、退職

等又は議会の解散による任期終了の日現在）

において同項に規定する者が受けるべき議員

報酬の月額及びその額に１００分の２０を乗

じて得た額の合計額に、６月に支給する場合

においては１００分の２１２．５、１２月に

支給する場合においては１００分の２３２．

５を乗じて得た額とする。 

３ （略） ３ （略） 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 


